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の研究主幹（2009 年 4 月～），経済産業省貿易経済協力局・国際課税研究会座長（2013
































「富裕層の国際課税上位置づけ 第 1 回～第 5回」季刊「資産承継」大蔵財務協會刊・
No1～ No.5（2017 年 11 月，2018 年 2，5，8，11 月）
「英国の銀行課税の経験から得られる銀行税制のあり方への知見」『金融セクターに対
する課税のあり方（金融調査研究会報告書（57））』全銀協・金融調査研究会（2016
158 早稲田商学第 454 号
246
年 9 月）69～ 84 頁
「最近の判例から見る国際課税に関する課税のリスク・第 1回～ 15 回」TKC税研情報，
TKC税務研究所（2016 年 10 月号～ 2019 年 2 月号）
「デジタル経済の課税についての EUの取り組みとビジネスの反応」租税研究 824 号
（2018 年 6 月）122～ 136 頁
［その他］
「法人税制と国境税調整」租税研究 817 号（2017 年 11 月）184～ 204 頁
「21 世紀初頭の国際課税を語る」租税研究 817 号（2017 年 2 月）5～ 55 頁
「BEPS 報告書執行段階の諸課題」租税研究 804 号（2016 年 10 月）287～ 311 頁
［学会活動］
租税法学会監事（2013 年 4 月～）
International Fiscal Association，Permanent Scientific Committee 日本代表委員（2010
年 4 月～ 2018 年 3 月）
International Fiscal Association 日本支部・理事（2010 年 4 月～）
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